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(57)【要約】
【課題】超音波プローブを高感度で使用してその性能を
十分発揮すること。
【解決手段】超音波プローブにおける超音波の送信条件
に対応する無限時間後の第１の許容温度値と目標温度値
とに基づいて超音波プローブに対するデファルト電圧を
決定し、操作入力された診断時間に基づいて超音波プロ
ーブの診断時間内での第２の許容温度値を算出し、少な
くともデファルト電圧と第２の許容温度値とに基づいて
超音波プローブに印加する新たな送信駆動電圧を設定す
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波プローブから超音波を送信するための送信駆動電圧を制御する超音波診断装置に
おいて、
　前記超音波プローブにおける前記超音波の送信条件に対応する無限時間後の第１の許容
温度値と目標温度値とに基づいて前記超音波プローブに対する初期電圧を決定する初期電
圧決定部と、
　前記超音波プローブを駆動させる診断時間を操作入力する診断時間入力部と、
　前記診断時間入力部から操作入力された前記診断時間に基づいて前記超音波プローブの
前記診断時間内での第２の許容温度値を算出する診断時間温度算出部と、
　少なくとも前記初期電圧と前記第２の許容温度値とに基づいて前記超音波プローブに印
加する前記送信駆動電圧を制御する送信電圧制御部と、
を具備することを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記送信電圧制御部は、前記超音波プローブの温度を検出する温度センサにより検出さ
れる前記温度が予め設定された規定温度になった
場合には、前記超音波プローブに印加する前記送信駆動電圧を少なくとも低下させること
を特徴とする請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記超音波プローブの駆動時間を計測するタイマと、
　前記タイマの計測される前記超音波プローブの駆動時間が前記診断時間を越えるか否か
を判断する判断部と、
　前記判断部が前記超音波プローブの駆動時間が前記診断時間を越えると判断した場合に
は、少なくとも前記超音波プローブの駆動時間が前記診断時間を越える旨を報知する報知
部と、
を有することを特徴とする請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記超音波プローブの駆動時間を計測するタイマを有し、
　前記送信電圧制御部は、前記タイマに計測により前記超音波プローブの駆動時間が前記
診断時間を越えるか否かを判断し、前記超音波プローブの駆動時間が前記診断時間を越え
ると、前記超音波プローブに印加する前記送信駆動電圧を少なくとも前記初期電圧に制御
する、
ことを特徴とする請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記送信電圧制御部は、前記超音波プローブの駆動時間が前記診断時間を越えると、前
記送信駆動電圧の前記超音波プローブへの印加を停止することを特徴とする請求項１記載
の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記診断時間温度算出部は、前記診断時間に対して診断の延長時間を追加し、当該延長
時間の追加された診断時間に基づいて前記第２の許容温度値を算出することを特徴とする
請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記診断時間温度算出部は、前記目標温度値をＳＴ、前記診断時間をｔ１、発熱時定数
をＴとすると、前記診断時間ｔ１内での前記第２の許容温度値ＳＴ１を、　
　ＳＴ１＝ＳＴ×（１－ｅｔ１／Ｔ）　
により算出することを特徴とする請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項８】
　前記送信電圧制御部は、前記初期電圧をＶｄ、前記目標温度値をＳＴ、前記診断時間ｔ
１内での前記第２の許容温度値をＳＴ１とすると、前記超音波プローブに印加する前記送
信駆動電圧Ｖｎを、　
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　Ｖｎ＝Ｖｄ×（ＳＴ／ＳＴ１）１／２　
により算出することを特徴とする請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項９】
　前記診断時間入力部は、前記操作入力された前記診断時間の履歴に基づいて前記診断時
間を入力することを特徴とする請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項１０】
　超音波診断装置に内蔵されたコンピュータに、超音波プローブにおける超音波の送信条
件に対応する無限時間後の第１の許容温度値と目標温度値とに基づいて前記超音波プロー
ブに対する初期電圧を算出させる算出機能と、
　操作入力された診断時間に基づいて前記超音波プローブの前記診断時間内での第２の許
容温度値を算出させる算出機能と、
　少なくとも前記初期電圧と前記第２の許容温度値とに基づいて前記超音波プローブに印
加する前記送信駆動電圧を設定させる設定機能と、
を実現させることを特徴とする超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波プローブを駆動して被検体を診断するときの診断時間に係わらず高感
度で超音波プローブを動作させる超音波診断装置及び超音波プローブの送信駆動電圧制御
プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置では、生体等の被検体に対する超音波診断を行う上での安全規格上、超
音波プローブを動作させて無限時間経過後の表面温度に対する許容温度の上限が定められ
ている。この安全規格を尊守するために、超音波診断装置は、超音波プローブを動作させ
た状態での無限時間経過後の超音波プローブの表面温度が許容温度の上限を超えないよう
に、超音波プローブから送信する超音波の送信パワーを制御する必要がある。
【０００３】
　上記無限時間経過後の超音波プローブの表面温度は、例えば超音波プローブの種類、送
信条件例えば送信波形、送信ウェイティング（weighting）、送信周波数、送信フォーカ
ス（focus）等の条件、特に超音波プローブに印加する送信駆動電圧に依存している。　
　超音波プローブの送信パワーの制御方法は、超音波プローブに印加する送信駆動電圧を
低下させ、無限時間経過後の超音波プローブの表面温度が許容温度の上限を超えないよう
にするのが一般的である。
【０００４】
　図１０は超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムの流れ図を示す。超音波診断装
置の駆動電圧算出ユニット１は、送信条件として例えば送信波形、送信weighing、送信周
波数、送信フォーカス等を入力する。この駆動電圧算出ユニット１は、例えば図１１に示
すような送信電圧毎の許容電圧テーブル２を有する。この送信電圧毎の許容電圧テーブル
２には、例えば送信波形、送信ウェイティング、送信周波数、送信フォーカス等の送信条
件毎の超音波プローブの送信駆動電圧に対する無限時間経過後の相対飽和温度が記憶され
ている。
【０００５】
　この駆動電圧算出ユニット１は、目標温度値（相対温度上限値）４と許容電圧テーブル
２に記憶されている無限時間経過後の相対飽和温度とを比較して超音波プローブの送信駆
動電圧を求め、この送信駆動電圧を初期電圧（以下、デファルト（Ｄefault）電圧と称す
る）Ｖｄとして決定し、このデファルト電圧Ｖｄから超音波プローブに対する送信駆動電
圧Ｖｓを設定する。　
　超音波診断を行う上での安全規格を尊守する超音波診断装置の技術としては、例えば特
許文献１がある。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－７０７８４公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムは、目標温度値と無限時間経過後の
相対飽和温度とを比較して送信駆動電圧Ｖｓを設定しているので、この送信駆動電圧Ｖｓ
での超音波プローブの表面温度は、無限時間経過後の相対飽和温度に制限され、かつ送信
パワーも当該無限時間経過後の相対飽和温度に対応する送信駆動電圧Ｖｓにより制限され
る。
【０００８】
　超音波プローブは、表面温度が目標温度値の近傍になると、超音波送受信の感度が高く
なり、その性能が十分に発揮される。しかしながら、上記の如く超音波プローブの表面温
度は、無限時間経過後の相対飽和温度に制限されるので、表面温度が目標温度値に到達す
るのに時間が掛かる。
【０００９】
　超音波プローブを駆動して被検体の診断に使用するのは、超音波プローブを駆動開始し
てから直ぐであることが多く、超音波プローブの表面温度が目標温度値に到達する以前の
かなり低い温度であることが多い。このため、超音波プローブを高感度で使用してその性
能を十分発揮することができない。
【００１０】
　本発明の目的は、超音波プローブを高感度で使用してその性能を十分発揮できる超音波
診断装置及び超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の主要な局面に係る超音波診断装置は、超音波プローブから超音波を送信するた
めの送信駆動電圧を制御するもので、前記超音波プローブにおける前記超音波の送信条件
に対応する無限時間後の第１の許容温度値と目標温度値とに基づいて前記超音波プローブ
に対する初期電圧を決定する初期電圧算出部と、前記超音波プローブを駆動させる診断時
間を操作入力する診断時間入力部と、前記診断時間入力部から操作入力された前記診断時
間に基づいて前記超音波プローブの前記診断時間内での第２の許容温度値を算出する診断
時間温度算出部と、少なくとも前記初期電圧と前記第２の許容温度値とに基づいて前記超
音波プローブに印加する前記送信駆動電圧を制御する送信電圧制御部とを具備する。
【００１２】
　本発明の主要な局面に係る超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムは、超音波診
断装置に内蔵されたコンピュータに、超音波プローブにおける超音波の送信条件に対応す
る無限時間後の第１の許容温度値と目標温度値とに基づいて前記超音波プローブに対する
初期電圧を算出させる算出機能と、操作入力された診断時間に基づいて前記超音波プロー
ブの前記診断時間内での第２の許容温度値を算出させる算出機能と、少なくとも前記初期
電圧と前記第２の許容温度値とに基づいて前記超音波プローブに印加する前記送信駆動電
圧を設定させる設定機能と、を実現させる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、超音波プローブを高感度で使用してその性能を十分発揮できる超音波
診断装置及び超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明に係る超音波診断装置の第１の実施の形態を示す構成図。
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【図２】同装置における超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムを示す流れ図。
【図３】同装置における超音波プローブの送信駆動電圧制御フローチャート。
【図４】同装置における超音波プローブの表面温度の温度上昇を示す図。
【図５】本発明に係る超音波診断装置の第２の実施の形態を示す構成図。
【図６】同装置における超音波プローブの送信駆動電圧制御フローチャート。
【図７】同装置における超音波プローブの表面温度の温度変化を示す図。
【図８】本発明に係る超音波診断装置の第３の実施の形態における超音波プローブの送信
駆動電圧制御フローチャート。
【図９】同装置における超音波プローブの表面温度の温度上昇を示す図。
【図１０】従来の超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムを示す流れ図。
【図１１】同方法に用いられる超音波プローブの送信駆動電圧に対する無限時間経過後の
相対飽和温度を記憶する送信電圧毎の許容電圧テーブルを示す摸式図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の第１の実施の形態について図面を参照して説明する。　
　図１は超音波診断装置の構成図を示す。同図に示すように、本実施形態に係る超音波診
断装置は、超音波プローブ１０、装置本体１１、送受信部１２、Ｂモード処理部１３、ド
プラ処理部１４、画像メモリ１５、画像生成部１６、画像合成部１７、ディスプレイ１８
、制御プロセッサ２、内部記憶部１９、入力部２７、インタフェース部３０を具備してい
る。
【００１６】
　超音波プローブ１０は、送受信ユニット１２からの駆動信号に基づき超音波を発生し、
被検体からの反射波を電気信号に変換する複数の圧電振動子、当該圧電振動子に設けられ
る整合層、当該圧電振動子から後方への超音波の伝播を防止するバッキング材等を有して
いる。当該超音波プローブ１０から被検体に超音波が送信されると、当該送信超音波は、
体内組織の音響インピーダンスの不連続面で次々と反射され、エコー信号として超音波プ
ローブ１０に受信される。このエコー信号の振幅は、反射することになった反射すること
になった不連続面における音響インピーダンスの差に依存する。また、送信された超音波
パルスが、移動している血流や心臓壁等の表面で反射された場合のエコーは、ドプラ効果
により移動体の超音波送信方向の速度成分を依存して、周波数偏移を受ける。
【００１７】
　送受信部１２は、送信系としてのパルス発生器、遅延回路およびパルサを有している。
パルサでは、所定のレート周波数ｆｒ　Ｈｚ（周期；１／ｆｒ秒）で、送信超音波を形成
するためのレートパルスが繰り返し発生される。また、遅延回路では、チャンネル毎に超
音波をビーム状に集束し且つ送信指向性を決定するのに必要な遅延時間が、各レートパル
スに与えられる。パルス発生器は、このレートパルスに基づくタイミングで、超音波プロ
ーブ１０に駆動パルスを印加する。
【００１８】
　また、送受信部１２は、受信系としてのプリアンプ、Ａ／Ｄ変換器、受信遅延部、加算
器２等を有している。プリアンプでは、超音波プローブ１０を介して取り込まれたエコー
信号をチャンネル毎に増幅する。受信遅延部は、増幅されたエコー信号に対し受信指向性
を決定するのに必要な遅延時間を与え、その後加算器において加算処理を行う。この加算
により、エコー信号の受信指向性に応じた方向からの反射成分が強調され、受信指向性と
送信指向性とにより超音波送受信の総合的なビームが形成される。
【００１９】
　Ｂモード処理部１３は、検波器、対数圧縮器を有している。検波器は、送受信部１２か
らエコー信号を受け取り、包絡線検波処理を実行する。対数圧縮器は、検波後のエコー信
号に対して対数増幅を施し、信号強度が輝度の明るさで表現されるデータを生成する。
【００２０】
　ドプラ処理部１４は、送受信部１２から受け取ったエコー信号から速度情報を周波数解
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析し、ドプラ効果による血流や組織、造影剤エコー成分を抽出し、平均速度、分散、パワ
ー等の血流情報を多点について求める。得られた血流情報は、所定の処理を受けた後、平
均速度画像、分散画像、パワー画像、これらの組み合わせ画像としてカラー表示される。
【００２１】
　画像メモリ１５は、フレーム毎の画像データを格納する記憶メモリから成る。この画像
データは、例えば診断の後に操作者が呼び出すことが可能となっており、静止画的に、あ
るいは複数枚を使って動画的に再生することが可能である。
【００２２】
　画像生成部１６は、超音波スキャンの走査線信号列を、テレビなどに代表される一般的
なビデオフォーマットの走査線信号列に変換し、表示画像としての超音波診断画像を生成
する。画像生成部１６は、画像データを格納する記憶メモリを搭載しており、例えば診断
の後に操作者が検査中に記録された画像を呼び出すことが可能となっている。なお、当該
画像生成ユニット２５に入る以前のデータは、「生データ」と呼ばれることがある。
【００２３】
　画像合成部１７は、画像生成部１６において生成された超音波画像を、所定のレイアウ
トに従って文字情報等と合成し、ビデオ信号をディスプレイ１８に出力する。
【００２４】
　ディスプレイ１８は、画像合成部１７からのビデオ信号に基づいて、生体内の形態学的
情報や、血流情報を画像として表示する。
【００２５】
　入力部２７は、オペレータからの各種指示、条件、関心領域（ＲＯＩ）の設定指示、種
々の画質条件設定指示等を本超音波診断装置本体にとりこむための各種スイッチ、ボタン
、トラックボールの他、マウス、キーボード等を有している。さらに、入力部２７は、診
断時間入力部２８を有している。この診断時間入力部２８は、医師等のユーザのマニュア
ル操作を受けて超音波プローブ１０を駆動させる診断時間を操作入力するものである。　
　インタフェース部３０は、入力デバイス、記憶媒体、ネットワーク、新たな外部記憶装
置（図示せず）に関するインタフェースである。当該装置において得られた超音波画像等
のデータや解析結果等は、インタフェース部３０を介して、ネットワークを介して他の装
置に転送可能である。
【００２６】
　内部記憶部１９は、各種スキャンシーケンス、画像生成、表示処理を実行するための制
御プログラムや、診断情報（患者ＩＤ、医師の所見等）、診断プロトコル、送受信条件、
その他のデータ群が保管されている。また必要に応じて、画像メモリ１５中の画像の保管
などにも使用される。内部記憶部１９のデータは、インタフェース部３０を経由して外部
周辺装置へ転送することも可能となっている。
【００２７】
　さらに、内部記憶部１９は、許容温度テーブル２３と、プログラムメモリ２０と、デー
タメモリ２１と、発熱時定数テーブル２６とを有している。
【００２８】
　許容温度テーブル２３には、例えば送信波形、送信ウェイティング、送信周波数、送信
フォーカス等の送信条件毎の超音波プローブ１０の送信駆動電圧に対する無限時間経過後
の相対飽和温度が記憶されている。　
　発熱時定数テーブル２６には、例えば送信波形、送信ウェイティング、送信周波数、送
信フォーカス等の送信条件毎の超音波プローブ１０の発熱時定数Ｔのデータが記憶されて
いる。
【００２９】
　プログラムメモリ２０には、超音波プローブ１０の送信駆動電圧を制御するためのプロ
グラムが予め記憶されている。この送信駆動電圧制御プログラムは、超音波プローブ１０
における超音波の送信条件に対応する無限時間後の第１の許容温度値と目標温度値とに基
づいて超音波プローブ１０に対するデファルト電圧Ｖｄを決定し、操作入力された診断時
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間に基づいて超音波プローブ１０の診断時間内での第２の許容温度値を算出し、少なくと
もデファルト電圧Ｖｄと第２の許容温度値とに基づいて超音波プローブ１０に印加する新
たな送信駆動電圧Ｖｎを設定する。
【００３０】
　制御プロセッサ２は、情報処理装置（計算機）としての機能を持ち、本超音波診断装置
本体の動作を制御する。また、制御プロセッサ２は、プログラムメモリ２０に記憶されて
いる送信駆動電圧制御プログラムを実行することにより、初期電圧決定部２２と、診断時
間入力部２８と、診断時間温度算出部２４と、送信電圧制御部２５との各機能を有する。
　
　初期電圧決定部２２は、超音波プローブ１０における超音波の送信条件に対応する無限
時間後の第１の許容温度値と目標温度値とに基づいて超音波プローブ１０に対するデファ
ルト電圧Ｖｄを決定する。　
　診断時間温度算出部２４は、診断時間入力部２８からマニュアル操作入力された診断時
間に基づいて超音波プローブ１０の診断時間内での第２の許容温度値を算出する。具体的
に、診断時間温度算出部２４は、目標温度値をＳＴ、診断時間をｔ１、超音波プローブ１
０の発熱時定数をＴとすると、診断時間ｔ１内での第２の許容温度値ＳＴ１を、　
　ＳＴ１＝ＳＴ×（１－ｅｔ１／Ｔ）　　　　　　　…（１）　
により算出する。
【００３１】
　送信電圧制御部２５は、少なくともデファルト電圧Ｖｄと第２の許容温度値ＳＴ１とに
基づいて超音波プローブ１０に印加する送信駆動電圧を制御するもので、デファルト電圧
をＶｄ、目標温度値をＳＴ、診断時間ｔ１内での第２の許容温度値をＳＴ１とすると、超
音波プローブ１０に印加する新たな送信駆動電圧Ｖｎを、　
　Ｖｎ＝Ｖｄ×（ＳＴ／ＳＴ１）１／２　　　　　　…（２）　
により算出する。
【００３２】
　次に、上記の如く構成された装置における送信駆動電圧の制御方法について図２に示す
超音波プローブの送信駆動電圧制御プログラムを示す流れ図及び図３に示す送信駆動電圧
制御フローチャートを参照して説明する。　
　医師等のユーザのマニュアル操作を受けて診断時間入力部２８は、ステップ＃１におい
て、超音波プローブ１０を駆動させる診断時間ｔ１を操作入力する。
【００３３】
　次に、駆動電圧算出ユニット１は、送信条件として例えば送信波形、送信ウェイティン
グ、送信周波数、送信フォーカス等を入力する。この駆動電圧算出ユニット１は、上記同
様に、目標温度値（相対温度上限値）ＳＴと上記図１１に示す許容電圧テーブル３に記憶
されている無限時間経過後の相対飽和温度とを比較して超音波プローブ１０の送信駆動電
圧を求め、この送信駆動電圧をデファルト電圧Ｖｄとして決定する。　
　これと共に、駆動電圧算出ユニット１は、送信条件である例えば送信波形、送信ウェイ
ティング、送信周波数、送信フォーカス等に対応する超音波プローブ１０の発熱時定数Ｔ
のデータを発熱時定数テーブル２６から読み出す。
【００３４】
　一方、診断時間温度算出部２４は、ステップ＃２において、診断時間入力部２８からマ
ニュアル操作入力された診断時間ｔ１と、目標温度値ＳＴと、超音波プローブ１０の発熱
時定数Ｔとを用いて上記式（１）を演算し、診断時間ｔ１内での第２の許容温度値ＳＴ１
を算出する。　
　次に、送信電圧制御部２５は、ステップ＃３において、目標温度値ＳＴと、診断時間ｔ
１内での第２の許容温度値ＳＴ１とを上記式（２）により温度の比率算出を行い、かつこ
の温度の比率をデファルト電圧Ｖｄに乗算して超音波プローブ１０に印加する新たな送信
駆動電圧Ｖｎを算出する。　
　次に、駆動電圧算出ユニット１は、送信電圧制御部２５により算出された新たな送信駆
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動電圧Ｖｎを設定する。これにより、超音波プローブ１０は、送受信部１２からの新たな
送信駆動電圧Ｖｎを受けて超音波を送信すると共に、被検体Ｐからの反射波を受信するこ
とを開始するので、医師等のユーザは、当該超音波プローブ１０を用いて例えば人体等の
生体である被検体Ｐの診断が可能となる。
【００３５】
　この診断中、超音波プローブ１０には、新たな送信駆動電圧Ｖｎが時間の経過と共に印
加されるので、超音波プローブ１０の表面温度Ｔｖｎは、例えば図３に示すように診断時
間ｔ１時に目標温度値ＳＴに到達する。この超音波プローブ１０の表面温度Ｔｖｎの温度
上昇は、従来のように目標温度値と無限時間経過後の相対飽和温度とを比較して送信駆動
電圧Ｖｓを設定しての超音波プローブ１０の表面温度Ｔｖｎの温度上昇よりも速く、かつ
診断時間ｔ１内において目標温度値ＳＴに到達する。これにより、超音波プローブ１０は
、表面温度Ｔｖｎが目標温度値ＳＴの近傍に速く到達でき、超音波送受信の感度を高い状
態で駆動でき、その性能を十分に発揮して被検体の診断に使用できる。
【００３６】
　このように上記第１の実施の形態によれば、超音波プローブ１０における超音波の送信
条件に対応する無限時間後の第１の許容温度値と目標温度値とに基づいて超音波プローブ
１０に対するデファルト電圧Ｖｄを決定し、操作入力された診断時間に基づいて超音波プ
ローブ１０の診断時間内での第２の許容温度値を算出し、少なくともデファルト電圧Ｖｄ
と第２の許容温度値とに基づいて超音波プローブ１０に印加する新たな送信駆動電圧Ｖｎ
を設定するので、診断時間ｔ１内で、超音波プローブ１０の表面温度Ｔｖｎを目標温度値
ＳＴの近傍に速く到達でき、超音波送受信の感度を高い状態で駆動でき、その性能を十分
に発揮して被検体の診断に使用できる。
【００３７】
　次に、本発明の第２の実施の形態について図面を参照して説明する。なお、図１と同一
部分には同一符号を付してその説明は省略する。　
　図５は超音波診断装置の構成図を示す。インタフェース部３０には、タイマ３１と、報
知部３２とが接続されている。タイマ３１は、超音波プローブ１０の駆動時間すなわち超
音波プローブ１０を用いての被検体Ｐの診断時間を計測する。　
　報知部３２は、制御プロセッサ２において実行される、タイマ３１に計測により超音波
プローブ１０の駆動時間が診断時間入力部２８からマニュアル操作入力された診断時間ｔ
１を越えるか否かの判断の結果に基づいてメッセージを報知する。すなわち、報知部３２
は、制御プロセッサ２において超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越えたと
判断された場合には、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越える旨のメッセ
ージを報知する。この報知部３２は、例えば液晶ディスプレイ又は警報器のいずれか一方
又は両方であって、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越える警告のメッセ
ージを液晶ディスプレイに表示したり、警報器を動作させて警告音を発生する。又、報知
部３２は、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越える所定時間前に、超音波
プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越える旨の予告のメッセージを液晶ディスプレ
イに表示してもよい。
【００３８】
　送信電圧制御部２５は、タイマ３１に計測により超音波プローブ１０の駆動時間が診断
時間ｔ１を越えると、超音波プローブ１０に印加する送信駆動電圧をデファルト電圧Ｖｄ
に制御する。又、送信電圧制御部２５は、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１
を越えると、超音波プローブ１０への送信駆動電圧Ｖｓを停止する。
【００３９】
　次に、上記の如く構成された装置における送信駆動電圧の制御方法について図６に示す
送信駆動電圧制御フローチャートを参照して説明する。　
　上記同様に、医師等のユーザのマニュアル操作を受けて診断時間入力部２８は、ステッ
プ＃１において、超音波プローブ１０を駆動させる診断時間ｔ１を操作入力する。　
　診断時間温度算出部２４は、ステップ＃２において、上記式（１）を演算し、診断時間
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ｔ１内での第２の許容温度値ＳＴ１を算出する。　
　次に、送信電圧制御部２５は、ステップ＃３において、上記式（２）により温度の比率
算出を行い、かつこの温度の比率をデファルト電圧Ｖｄに乗算して超音波プローブ１０に
印加する新たな送信駆動電圧Ｖｎを算出する。　
　次に、駆動電圧算出ユニット１は、送信電圧制御部２５により算出された新たな送信駆
動電圧Ｖｎを設定する。これにより、医師等のユーザは、当該超音波プローブ１０を用い
て例えば人体等の生体である被検体Ｐの診断が可能となる。
【００４０】
　次に、タイマ３１は、ステップ＃４において、超音波プローブ１０に対して新たな送信
駆動電圧Ｖｎが設定されて被検体Ｐの診断が可能となったときから超音波プローブ１０の
駆動時間すなわち超音波プローブ１０を用いての被検体Ｐの診断時間の計測を開始する。
【００４１】
　次に、制御プロセッサ２は、ステップ＃５において、タイマ３１に計測により超音波プ
ローブ１０の駆動時間がマニュアル操作入力された診断時間ｔ１を越えるか否かを判断す
る。この判断の結果、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越えると、報知部
３２は、ステップ＃６において、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越える
旨の警告のメッセージを例えば液晶ディスプレイに表示する。
【００４２】
　次に、送信電圧制御部２５は、ステップ＃７において、超音波プローブ１０の駆動時間
が診断時間ｔ１を越えると、超音波プローブ１０への送信駆動電圧Ｖｓを停止、又は超音
波プローブ１０に印加する送信駆動電圧をデファルト電圧Ｖｄに低下する。このように超
音波プローブ１０への送信駆動電圧Ｖｓを停止又はデファルト電圧Ｖｄに低下すると、超
音波プローブ１０の表面温度は、例えば図７に示すように送信駆動電圧Ｖｓを停止又はデ
ファルト電圧Ｖｄに低下した時点から下降する。
【００４３】
　このように上記第２の実施の形態によれば、上記第１の実施の形態に加え、タイマ３１
に計測により超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越えると、超音波プローブ
１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越える警告のメッセージを表示したり、又は超音波プロ
ーブ１０の駆動時間が診断時間ｔ１を越える所定時間前に予告のメッセージを表示するの
で、マニュアル操作入力した診断時間ｔ１を越えて診断を行う場合であって、ユーザは、
診断時間ｔ１を越えて診断することを知ることができ、この時点で、自動的又はマニュア
ル操作によって超音波プローブ１０に印加する送信駆動電圧をデファルト電圧Ｖｄに制御
又は停止できる。これにより、超音波プローブ１０の表面温度は、目標温度値ＳＴ以上に
なることを防止でき、診断を継続して行うことができる。
【００４４】
　診断を継続して行う方法としては、超音波プローブ１１に温度センサ３２を内蔵し、こ
の温度センサ３２により検出された超音波プローブ１１の表面温度等が予め設定された規
定温度になると、送信電圧制御部２５により超音波プローブ１０に印加する送信駆動電圧
をデファルト電圧Ｖｄに制御又は停止してもよい。
【００４５】
　次に、本発明の第３の実施の形態について図面を参照して説明する。なお、超音波診断
装置の構成は、図５と同一であるので、相違する部分について説明する。　
　本装置は、超音波プローブ１１を診断時間ｔ１を越え、超音波プローブ１０に印加する
送信駆動電圧をデファルト電圧Ｖｄに低下して診断を継続可能とする場合、超音波プロー
ブ１０の残熱によって当該超音波プローブ１０の表面温度Ｔｖｎが目標温度値ＳＴを超え
るのを防止する機能を有する。
【００４６】
　診断時間温度算出部２４は、診断時間入力部２８からマニュアル操作入力された診断時
間ｔ１を受けると、この診断時間ｔ１に対して診断の延長時間（マージン時間）ｔｍを自
動的に追加し、当該マージン時間ｔｍの追加された診断時間（ｔ１＋ｔｍ）に基づいて第



(10) JP 2011-62359 A 2011.3.31

10

20

30

40

50

２の許容温度値ＳＴ１を算出する。
【００４７】
　次に、上記の如く構成された装置における送信駆動電圧の制御方法について図８に示す
送信駆動電圧制御フローチャートを参照して説明する。　
　上記同様に、医師等のユーザのマニュアル操作を受けて診断時間入力部２８は、ステッ
プ＃１において、超音波プローブ１０を駆動させる診断時間ｔ１を操作入力する。　
　次に、診断時間温度算出部２４は、ステップ＃１０において、診断時間入力部２８から
マニュアル操作入力された診断時間ｔ１を受けると、この診断時間ｔ１に対してマージン
時間ｔｍを自動的に追加する。　
　次に、診断時間温度算出部２４は、ステップ＃１１において、マージン時間ｔｍの追加
された診断時間（ｔ１＋ｔｍ）に基づいて次式（３）を演算し、　
　ＳＴ１＝ＳＴ×（１－ｅ（ｔ１＋ｔｍ）／Ｔ）　　　　　　　…（３）　
診断時間（ｔ１＋ｔｍ）内での第２の許容温度値ＳＴ１を算出する。
【００４８】
　次に、送信電圧制御部２５は、ステップ＃１２において、上記式（２）により温度の比
率算出を行い、かつこの温度の比率をデファルト電圧Ｖｄに乗算して超音波プローブ１０
に印加する新たな送信駆動電圧Ｖｎを算出する。　
　次に、駆動電圧算出ユニット１は、送信電圧制御部２５により算出された新たな送信駆
動電圧Ｖｎを設定する。これにより、医師等のユーザは、当該超音波プローブ１０を用い
て例えば人体等の生体である被検体Ｐの診断が可能となる。
【００４９】
　次に、タイマ３１は、ステップ＃４において、超音波プローブ１０に対して新たな送信
駆動電圧Ｖｎが設定されて被検体Ｐの診断が可能となったときから超音波プローブ１０の
駆動時間の計測を開始する。
【００５０】
　次に、制御プロセッサ２は、ステップ＃５において、タイマ３１に計測により超音波プ
ローブ１０の駆動時間が診断時間（ｔ１＋ｔｍ）を越えるか否かを判断する。この判断の
結果、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間（ｔ１＋ｔｍ）を越えると、報知部３２
は、ステップ＃６において、超音波プローブ１０の駆動時間が診断時間（ｔ１＋ｔｍ）を
越える旨の警告のメッセージを例えば液晶ディスプレイに表示する。
【００５１】
　次に、送信電圧制御部２５は、ステップ＃７において、超音波プローブ１０の駆動時間
が診断時間（ｔ１＋ｔｍ）を越えると、超音波プローブ１０への送信駆動電圧Ｖｓを停止
、又は超音波プローブ１０に印加する送信駆動電圧をデファルト電圧Ｖｄに低下する。こ
のように超音波プローブ１０への送信駆動電圧Ｖｓを停止又はデファルト電圧Ｖｄに低下
すると、超音波プローブ１０の表面温度は、例えば図７に示すように送信駆動電圧Ｖｓを
停止又はデファルト電圧Ｖｄに低下した時点から下降する。
【００５２】
　ここで、診断中、超音波プローブ１０には、マージン時間ｔｍを追加した診断時間（ｔ
１＋ｔｍ）に基づく新たな送信駆動電圧Ｖｎが時間の経過と共に印加されるので、超音波
プローブ１０の表面温度Ｔｖｎは、例えば図９に示すように診断時間（ｔ１＋ｔｍ）時に
目標温度値ＳＴに到達する。これにより、超音波プローブ１１を診断時間ｔ１を越え、超
音波プローブ１０に印加する送信駆動電圧をデファルト電圧Ｖｄに低下して診断を継続可
能とする場合でも、超音波プローブ１０の残熱によって当該超音波プローブ１０の表面温
度Ｔｖｎが目標温度値ＳＴを超えるのを防止できる。
【００５３】
　このように上記第３の実施の形態によれば、マニュアル操作入力された診断時間ｔ１に
対してマージン時間ｔｍを自動的に追加し、このマージン時間ｔｍの追加された診断時間
（ｔ１＋ｔｍ）に基づいて診断時間（ｔ１＋ｔｍ）内での第２の許容温度値ＳＴ１を算出
し、続いて超音波プローブ１０に印加する新たな送信駆動電圧Ｖｎを算出するで、超音波
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プローブ１１を診断時間ｔ１を越えて診断を継続可能とする場合でも、超音波プローブ１
０の残熱によって当該超音波プローブ１０の表面温度Ｔｖｎが目標温度値ＳＴを超えるの
を防止できる。
【００５４】
　なお、診断時間入力部２８は、操作入力された診断時間Ｔ１の例えばデータメモリ２１
等の記憶装置に記憶して診断時間ｔ１の履歴を作成し、この履歴に基づいて診断時間ｔ１
を設定するようにしてもよい。
【００５５】
　なお、本発明は上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要
旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示され
ている複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。例えば、実
施形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよい。さらに、異なる実
施形態にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【００５６】
　１：駆動電圧算出ユニット、２：制御プロセッサ、１０：超音波プローブ、１１：装置
本体、１２：送受信部、１３：Ｂモード処理部、１４：ドプラ処理部、１５：画像メモリ
、１６：画像生成部、１７：画像合成部、１８：ディスプレイ、１９：内部記憶部、２０
：プログラムメモリ、２１：データメモリ、２６：発熱時定数テーブル、２２：初期電圧
決定部、２３：許容温度テーブル、２４：診断時間温度算出部、２５：送信電圧制御部、
２７：入力部、２８：診断時間入力部、３０：インタフェース部、３１：タイマ、３２：
報知部、Ｐ：被検体。

【図１】 【図２】
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